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野
田
内
閣
は
、
消
費
税
率
が
１０
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
場
合
の
家
計
負
担
の
試
算
を
ま
と
め

た
。
年
収
５
０
０
万
円
の
４
人
家
族

（
会
社
員
の
夫
、
専
業
主
婦
の
妻
と
子
ど
も
２
人
）
で

は
、
消
費
税
の
負
担
が
年
間
１１
万
５
千
円
増
加
。
社
会
保
険
料
な
ど
も
含
め
れ
ば
、
年
間
３３
万

８
千
円
の
負
担
増
が
家
計
に
の
し
か
か
る
。
こ
れ
ま
で
も
民
間
レ
ベ
ル
の
試
算
は
あ
る
が
、
消

費
増
税
を
進
め
る
野
国
内
閣
が
具
体
的
な
負
担
増
を
示
し
た
こ
と
は
な
い
。

公
表
予
定
な
い
ま
ま

貯論鵜熙炒講動江剛割̈
議
一嘲酔量曜蹴錮機動はい削醐
一牛膀け雑つ保申諏導蠅当藁い

民
主
党
議
員
に
示
し
た
。
消
費

税
率
が
５
％
の
２
０
１
１
年
４

月
と
、
税
率
が
１０
％
に
な

っ
た

あ
と
の
１６
年
４
月
を
比
べ
た
負

担
増
額
を
６
パ
タ
ー
ン
の
世
帯

ご
と
に
例
示
＝
図
。
今
の
と
こ

ろ
公
表
さ
れ
る
予
定
は
な
い
。

年
収
３
０
０
万
円
の
４
人
家

族

（
会
社
員
の
夫
、
専
業
主
婦

の
妻
と
子
ど
も
２
人
）
の
年
間

負
担
は
、
消
費
税
分
で
８
万
２

千
円
、
家
計
全
体
で
は
２７
万
３

千
円
増
え
る
。
公
的
年
金
収
入

し
か
な
い
７５
歳
以
上
の
高
齢
者

世
帯
で
は
、
夫
婦
で
７
万
４
千

円
、
単
身
で
５
万
５
千
円
の
消

費
税
負
担
が
増
え
る
。

た
だ
、
高
齢
者
世
帯
の
家
計

全
体
の
年
間
負
担
は
、
夫
婦
で

最
大
４
万
１
千
円
増
、
単
身
で

は
６
千
円
程
度
の
増
加
に
抑
え

ら
れ
る
。
こ
れ
は
、
年
金
生
活

者
支
援
給
付
金

（
１
人
年
間
６

万
円
）
を
前
提
と
し
て
い
る
た

め
だ
が
、
支
給
す
る
た
め
の
法

案
は
ま
だ
成
立
し
て
い
な
い
。

一
方
、
現
役
世
代
の
家
計
全

体
の
負
担
が
大
き
く
な
る
の

は
、
現
行
の
社
会
保
障
制
度
を

も
と
に
し
て
い
る
た
め
だ
。
年

金

。
医
療

・
介
護
保
険
料
の
ほ

か
ヽ
住
民
税
年
少
扶
養
控
除
の

廃
止
や
子
ど
も
手
当

（
１
人
月

額
１
万
３
千
円
）
か
ら
児
童
手

当

（
同
１
万
円
）
に
移
行
し
た

こ
と
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。

内
閣
府
や
財
務
省
が
昨
年
５

月
に
ま
と
め
た
報
告
書
で
は
、

消
費
増
税
で
低
所
得
者
ほ
ど
負

担
が
重
く
な
る
と
い
う
逆
進
性

に
つ
い
て
否
定
的
な
見
解
を
示

し
て
い
る
。
そ
れ
で
も
社
会
保

障
制
度
改
革
や
低
所
得
者
対
策

が
遅
れ
れ
ば
、
家
計

へ
の
負
担

は
重
く
な
っ
た
ま
ま
だ
。

民
自
公
３
党
合
意
に
盛
り
込

ま
れ
た
社
会
保
障
制
度
改
革
を

議
論
す
る
国
民
会
議
は
、
ま
だ

発
足
す
る
見
通
し
が
立

っ
て
い

な
い
。
消
費
増
税
に
伴
う
低
所

得
者
対
策
の
議
論
も
先
送
り
さ

れ
た
。
野
田
佳
彦
首
相
は
現
金

を
配

っ
た
り
所
得
税
を
減
ら
し

た
り
す
る

「給
付
つ
き
税
額
控

除
」
を
主
張
す
る
が
、
自
民
、

公
明
両
党
は
生
活
必
需
品
な
ど

の
税
率
を
低
く
す
る
軽
減
税
率

の
導
入
を
求
め
て
い
る
。

消
費
増
税
が
家
計
に
与
え
る

具
体
的
な
負
担
増
の
イ
メ
ー
ジ

を
ま
と
め
た
今
回
の
試
算
は
、

今
後
の
社
会
保
障
制
度
改
革
や

低
所
得
者
対
策
の
論
議
に
影
響

を
与
え
る
可
能
性
が
あ
る
。

消
費
税
率
１０
％
で

家
計
へ
の
影
響
は
…

現役世1言(会社員)

枷繊「『‐‐相［］脚『「

Ю師一戦　　∩鰊団∪

46歳以上め夫:・

専業主婦、子ども2人

亀
頷

共̈働き夫婦、熱｛ｍ“̈〕卿

一瘍嘲　〔Ж闇判一年収額 300万 円 500万 PI
夫300万 円
妻200万 円

300万 円 240万円 180万円

消費増税
による
年間負担審

+8.2万「 +11.5万「 +11.2万円 +6.2万 P +7.4万 円 +5.5万 円

家計全体の
年間負担額

+27.3万
「 +33.3万 F +33.7万円 +11.0万 P

¨

円

万

万

＋

＋

+0.6万～
-0.7万円

子どもはりヽ学生。高齢者世帯の収質慰盤
止、児童手当への移イ:などを反映


